
参考様式１

　　　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付対象事業別概要

＜連絡先＞
ＦＡＸ番号 メールアドレス

mitsui-xjn@pref.yamanashi.lg.jp
担当課 電話番号
山梨県耕地課 ０５５－２２３－１６２８ ０５５－２２３－１６２４

計　画　主　体　名 計　画　期　間

やまなしけん

山梨県 平成２１～２３年度



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標の設定根拠
来訪者数については、県内の自然・資源活用施設を整備した他の地区において実施した研修へ年間1,２００名が訪れている。本地区では同数を目標値とした。
計画期間内の入り込み客数は計画前年と同程度の人数が訪れると想定した
Ｈ２１は施設整備年であるため来訪者は０人、Ｈ２２は施設整備直後であるため年間目標来訪者数の１割程度を想定している。
計画期間と同期間での地区の入り込み客数は３年間で累計８８，０００人である

　北杜市内に15の小学校があり事業実施後２年間で半数の学校で環境学習を行う。

計画期間前の取り組み数＝0

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の　算　出増加率等

交流人口の増加 10.49
計画区域における交流人口の増加（％）＝計画期期間内の計画区域外から入込客数（人）（目標）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　÷計画期間前の計画区域外からの入込客数（人）（現状）×100-100

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の  算　出
増加率等

自然環境の保全・再生に向けた取り組みの増加 ８回
計画区域内における事業の実施を契機とした環境創造に資する取り組みの増加数（回）
　　　＝計画期間内の取組数（目標）-計画期間前の取り組み数

環境保全教育 0 4 4 8

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ 合計

今回当該施設で削減出来る二酸化炭素量を当該地区におけるｃｏ２排出削減目標値とする

当該施設により削減出来るCO2量　（ton-co2/年）

Ｈ＝ 4.300(kwh/㎡/日）
Ｋ＝ 0.730
Ｐ＝ 200.000KW

EP＝ 4.300× 0.730× 200.000× 365.000÷ 1.000

＝ 229,147(kwh/年)

２．発電量を化石エネルギーによって確保するために必要な化石燃料の量

施設の総発電量＝ 229,147kwh

発電電力1kwhあたりに必要な石油量＝ 0.265l/kwh(企業局・電気課聞き取り）

必要石油量＝ 229,147× 0.265＝ 60,724リットル

３．削減出来るCO2排出量

二酸化炭素排出原単位 Ｃ重油 2.980t-co2/kl(農村環境整備費用対効果マニュアルより）

必要石油量＝ 60,724リットル

削減可能co2量＝ 2.980× 60.724＝ 180.958t-co2

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３
入り込み客数 25597 29739 32719 32000 32000 32000
来訪者数 0 0 0 0 100 1200
計 25597 29739 32719 32000 32100 33200

＜北杜市観光協会明野支部調べ＞

88055 97300



（交付対象事業別概要）

Ⅱ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

太陽光発電施設
Ａ=1600㎡
（200kw）

山梨県 110,000

太陽光発電施設の導入に伴うco2排出量削減により、地区の自然環境保全が図れると
共に当該施設を核とした地域間交流の推進や小学校での環境学習の実施などを通じ
て環境保全に向けた取り組みを増加させる。
発電施設は区画整理後の法面に設置し、発電施設により創出される電気は、近隣の
農業用施設（畑地かんがいポンプ施設）へ供給を行う。

全体事業費
（千円）

交付金要望
額

（千円）

交付額算
定交付率

交付限度額
（千円） 活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性

200,000 110,000 55/100

事業実施主体

平成２１年度

事業メニュー名 地区名 事業内容 事業規模等 実施期間

自然・資源活用施設 永井原地区
「太陽光発電施設」



Ⅲ　優先枠等を活用する事業に関する事項
（交付対象事業別概要）

１　輸出促進緊急条件整備事業優先枠

２　生産製造連携事業計画優先枠

事業メニュー名

３　再生可能エネルギー供給施設整備優先枠

地区名

永井原地区

４　農林漁業再チャレンジ支援対策

事業メニュー名

５　農山漁村地域再生対策

優　先　枠　に　係　る　事　業　内　容

優先枠の種類 地区名 優　先　枠　に　係　る　事　業　内　容

４　農林漁業再チャレンジ支援対策

農山漁村活性化のために整備された農業関連施設等に太陽光の再生エネルギーを供給する施設の設置。
　　施設概要・・・・　　　太陽光発電施設　　　Ａ=1600㎡　　発電容量200kw

５　農山漁村地域再生対策

優先事項
交付対象事業と併せて実施される関連事業 関連施策と交付対象事業との関連性及び併せ行うことにより期待される効果

施策の名称 所管省庁

優先枠の種類

３　再生可能エネルギー供給施設整備優先枠

優先枠の種類 地区名 優　先　枠　に　係　る　事　業　内　容

２　生産製造連携事業計画優先枠

　　　優先枠指標の設定根拠

事　業　メ　ニ　ュ　ー　名 地区名 事業内容と優先枠指標との関連性

優先枠の種類 優先枠指標 増　加　率　等　の　算　出増加率等

１　輸出促進緊急条件整備事業優先枠



Ⅳ　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金年度別事業実施計画

輸出優先枠
関係

連携計画優
先枠関係

再生可能エ
ネルギー優
先枠関係

計画主体名 整理コード
輸出量の

増加

目標番号

山村 過疎 特農 半島 離島 豪雪
急傾
斜地

沖縄 奄美

H23

事業別内容 内訳 H21 山梨県 19 山梨県 19 1 1 1 北杜市 永井原地区 1 1 51
自然・資源活用施

設
33

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

合計（Ｆ） 999 H23

事業活用活性化計画目標等 Ｈ21 山梨県 19 山梨県 19 1001 14 ８回

1002 2 10.49

1003

1004

1005

1006

①事業費計（＝（Ｆ）） Ｈ21 山梨県 19 山梨県 19 2001

②ハード事業 Ｈ21 山梨県 19 山梨県 19 1 2002

創意工夫発揮事業 1 2003

附帯事業 1 2004

③ソフト事業 2 2005

創意工夫発揮事業 2 2006

④市町村等附帯事務費 1 2007

⑤都道府県附帯事務費 H21 山梨県 19 山梨県 19 1 2008

総合計（①＋④＋⑤） Ｈ21 1 山梨県 19 山梨県 19 2009

 　うちハード事業（②＋④＋⑤） Ｈ21 山梨県 19 山梨県 19 1 2010

 　うちソフト事業（③） 2 2011

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費（ハード） 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

××県 事業費（ハード） 1

都道府県附帯事務費 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

増減率等

頑張る地方応
援プログラムと

の関連

耕作放棄地の
解消に向けた
取組の有無

優先枠指
標

全

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

関連する事
業は１を記

載

関連する事
業は１を記

載

新規・
変更
の別
新規：
１
変更：
２

計画
番号

ハード事
業、ソフト
事業の
別
ハード：１
ソフト：２

事 業 メ
ニ ュ ー
番 号

事 業 メ ニ ュ ー 名
要 件 類 別
番 号

増減率等
ポ イ ン ト

※市町村合計
欄 に 記 入

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

地域指定状況
計画期間
最終年度

事業活用活性化計画目
標

農山漁村再チャ
レンジ支援対策

関連する事
業は１を記

載

市 町 村 名 地区名
計画の
提出年

度

都道府
県名

都道府
県コード
（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

計画主
体コード
（地方公
共団体
コード番
号（総務

省））

関連施策との
連携

地域再生計画と
の関連

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入



事業内容及び
事　業　量

仕入れに係る

消費税相当額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額 事 業 費 交 付 金 額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
太陽光発電施設
A=1600㎡
　　　　発電容量　200ｋｗ

H21 山梨県 200,000,000 110,000,000 55/100 110,000,000 0 0
太陽光発電施設
(A=1600㎡)実施測量
設計(1式)

200,000,000 110,000,000 45,000,000 45,000,000 100 110,000,000 該当無し 200,000,000 110,000,000 0 0 0 0 0 0

Ｈ21 200,000,000 110,000,000 110,000,000 0 0 200,000,000 110,000,000 45,000,000 45,000,000 100 110,000,000 該当無し 200,000,000 110,000,000 0 0 0 0 0 0

200,000,000 110,000,000 110,000,000 200,000,000 110,000,000 45,000,000 45,000,000 0 110,000,000 200,000,000 110,000,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

200,000,000 110,000,000 110,000,000 200,000,000 110,000,000 45,000,000 45,000,000 0 110,000,000 200,000,000 110,000,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,400,000 1,700,000 1,700,000 3,400,000 1,700,000 850,000 850,000 1,700,000 3,400,000 1,700,000

203,400,000 111,700,000 111,700,000 203,400,000 111,700,000 45,850,000 45,850,000 0 111,700,000 203,400,000 111,700,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

203,400,000 111,700,000 111,700,000 203,400,000 111,700,000 45,850,000 45,850,000 0 111,700,000 203,400,000 111,700,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交 付 金 額
( 千 円 未 満 は
切 り 捨 て ）

全　　体　　計　　画

実 施 期 間
交付額算定
交 付 率

Ｂ

交付限度額
Ｃ ＝ Ａ × Ｂ
(千円未満は
切 り 捨 て ）

事 業 実 施
主 体

全体事業費
Ａ

都道府県費事 業 費
交 付 金 額

Ｄ 事 業 費

交 付
金 額

（千円未満は
切 り 捨 て ）

備 考
事 業 内 容 及 び
事 業 量

平 成 ２ ４ 年 度 平 成 ２ ５ 年 度平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度市 町 村 費
そ の

他

翌 年 度 以 降

事 業 費 交 付 金 額

事 業 費 交 付 金 額
本年度末
進 捗 率

Ｅ

単年度交付限
度 額

Ｃ × Ｅ － Ｄ
（千円未満は
切 り 捨 て ）

本年度までの累計 翌年度以降（予定）前　年　度　ま　で 本　年　度


